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（近畿ブロック）の結果概要
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近畿地方環境事務所 廃棄物・リサイクル対策課
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対象地域・実施項目
処理計画策定の留意点結果概要



モデル事業の対象地域・実施項目

１ 災害廃棄物発生量の推計等に係る業務 ・・・１０地域

「災害廃棄物処理計画」を策定する予定がある地域をモデル地域として選定し、災害廃棄物発生量の推計や効果的な仮置場の運用等

に係る調査・検討を通じて、市町村による災害時の廃棄物処理に着目した実効性の高い「災害廃棄物処理計画」の策定を支援する。
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調査概要調査項目

◆地震災害（津波堆積物含む）、風水害の災害廃棄物等発生量の推計（平成29年度災害廃棄物対策推
進検討会における算定方法による試算）、◆し尿の推計、◆片付けごみ発生量の推計（試算）、（参考）
一部損壊の発生量原単位の試算

災害廃棄物及びし尿の発生量の推計

◆一般廃棄物処理施設の処理能力、◆災害廃棄物処理可能量の検討、◆塵芥車、し尿収集車の収集
運搬台数の試算

災害廃棄物の処理可能量の検討

◆仮置場の必要面積の推計（災害廃棄物対策指針による推計方法、被災建物の解体・処理期間を考慮
した推計方法、片付けごみを考慮した推計方法）、◆仮置場の理想的な配置

仮 置 場 の 面 積 の 推 計 及 び
仮置場の理想的な配置に係る検討

◆協定内容等の整理 ◆締結中の協定の整理災害廃棄物処理に係る連携の整理

◆各２回実施（一部地域で合同開催）ワーキンググループの開催及び意見交換

茨木市
（大阪府）

枚方市
（大阪府）

精華町
（京都府）

京田辺市
（京都府）

近江八幡市
（滋賀県）

①淀川の北、北摂山地
の麓に位置し、大阪大
都市圏のベッドタウン

②有馬高槻断層帯を震
源とする地震では震度
7を想定

①大阪府の北東部に位
置し、市西部の淀川沿
川の都市

②生駒断層帯を震源とす
る地震では震度7を想
定、京田辺市と共同で
新可燃ごみ広域処理施
設を計画

①京都府西南端の内陸
部に位置し、町西部の
丘陵地に関西文化学術
研究都市

②生駒断層帯を震源とす
る地震では震度7を想
定、ごみ処理は隣接す
る木津川市と組織する
一部事務組合で処理

①山城盆地（京都盆地）
の南部に位置

②生駒断層帯を震源とす
る地震では震度7を想
定、旧来から木津川の
氾濫により堤防決壊の
被害。枚方市と共同で
新可燃ごみ広域処理施
設を計画

①琵琶湖東岸に位置し、
市域の大部分が平地

②南海トラフ巨大地震で
は震度6強を想定、豪
雨や台風による浸水害
も多く、土砂崩れ、液状
化等の被害が想定

対
象
地
域
の
特
徴

◎地震災害
・有馬高槻断層帯地震
◎風水害
・安威川（最大想定規模）

◎地震災害
・生駒断層帯地震
◎風水害

・淀川浸水想定（最大想
定規模）

◎地震災害
・生駒断層帯地震
◎風水害
・木津川の氾濫

◎地震災害
・生駒断層帯地震
◎風水害
・木津川の氾濫

◎地震災害
・南海トラフ巨大地震
◎風水害
・日野川、琵琶湖の氾濫

発
生
量
推
計
等

の
対
象
災
害



モデル事業の対象地域・実施項目
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新宮市
（和歌山県）

田辺市
（和歌山県）

王寺町
（奈良県）

生駒市
（奈良県）

尼崎市
（兵庫県）

①和歌山県と三重県の
県境が隣接する南西部
に位置し、海岸に面す
る低地と山地部で構成

②南海トラフ巨大地震で
は震度6強、津波高最
大14mと推定、周辺市
町と合同で新たな最終
処分場を平成33年以降
に稼働予定

①和歌山県の南部に位
置し、海岸に面する低
地、丘陵地、山地部で
構成

②南海トラフ巨大地震で
は震度7、津波高最大
12mと推定、周辺市町
と合同で新たな最終処
分場を平成33年以降に
稼働予定

①奈良県の北西部に位
置し、町北側境界に大
和川が流れ、葛下川と
合流

②生駒断層帯を震源とす
る地震では震度6強を
想定、奈良盆地で集中
豪雨が発生すると2河
川に挟まれた市街地で
水害発生の懸念

①生駒山の東側に位置
し、大阪都市圏の住宅
都市として発展

②生駒断層帯を震源とす
る地震では震度7を想
定、平成29年台風21号
では土砂崩れ等の被害
が発生

①兵庫県の南東部に位
置し、市域のほとんど
は起伏がなく平坦で水
害・津波のリスク大

②南海トラフ巨大地震で
は震度6強を想定、河
川の氾濫は堤防決壊
等による風水害が想定

対
象
地
域
の
特
徴

◎地震災害
・南海トラフ巨大地震

（津波あり）
◎風水害
・熊野川の氾濫

◎地震災害
・南海トラフ巨大地震

（津波あり）
◎風水害
・市内の河川氾濫

◎地震災害
・生駒断層帯地震
◎風水害
・大和川の氾濫

◎地震災害
・生駒断層帯地震
◎風水害
・竜田川の氾濫

◎地震災害
・南海トラフ巨大地震

（津波あり）
◎風水害
・武庫川の氾濫

発
生
量
推
計
等

の
対
象
災
害

２ 災害廃棄物処理計画の策定に向けた留意点等のとりまとめに係る業務

災害廃棄物処理計画の策定主体が、計画の策定に向けて災害廃棄物発生量等の推計・検討を行う際に参考となりうる留意点①～④に

ついて、対象10地域の回答をもとに整理した。
①推計に必要な情報の種類及び入手方法 ②仮置場の確保・運用に向けた検討状況

③災害廃棄物処理計画の策定・見直しに向けた検討状況 ④災害廃棄物処理に係る課題



4

①推計に必要な情報の種類及び入手方法

災害廃棄物処理計画の策定上の留意点項目

●風水害
・設定条件：「地域で被害が最も大きい」。
・被害想定：各地域の河川氾濫。

●地震災害
・設定条件：「地域で被害が最も大きい」。
・被害想定：「南海トラフ巨大地震」か、内陸部の断層による地震。

前提となる被害想定
と 設 定 条 件

推計に必要な情報の内容

●地震災害
・出典は府県や当該市の地域防災計画か府県の地震被害想定調査であり、所管部局は防災部局が多い。府県がハザード情報のシステムを構築している場合
もある。

●風水害
・出典は府県や国土交通省の洪水浸水想定図が多い。所管部局は防災部局が多い。
◎必要な手続き：地震災害、風水害ともに、ホームページからダウンロード、担当課に電話・メール・口頭で連絡。

災害廃棄物発生量
（ 被 害 想 定 ）

・津波浸水対象3市町。
・出典は県地域防災計画か県災害廃棄物処理計画であり、所管部局は防災部局か環境部局。
・情報の入手方法はホームページからダウンロード。

津波堆積物発生量

・し尿発生量の算出に必要なデータは、避難者数と仮設トイレ保有数等。
・避難者数：出典は府県や当該市の地域防災計画か府県の地震被害想定調査であり、所管部局は防災部局が多い。
・仮設トイレ保有数等：出典は当該市の地域防災計画や、担当課の保有資料であった。担当課は防災部局であった。
・必要な手続きは、ホームページからダウンロード、担当課に電話・メール・口頭で連絡のいずれか。

し 尿 発 生 量

・焼却施設：出典は、担当課もしくは焼却施設の保有データ。
・最終処分場：出典は、当該市町の地域防災計画、担当課の保有データ。
・所管部局は環境部局。
・必要な手続きは、担当課が保有もしくは、担当課に電話・メール・口頭で連絡。

災 害 廃 棄 物
処 理 能 力 ・ 条 件

・塵芥車、し尿収集車の保有台数・所在地・車種：出典は、環境部局保有データ、地域防災計画掲載データ、一般廃棄物処理業許可申請書類（許可台帳）や廃
棄物処理事業実態調査、事業者の保有データのいずれか。

・所管部局は環境部局。必要な手続きは、担当課が保有もしくは、担当課に電話・メール・口頭で連絡。
運 搬 車 両

・出典は仮置場が決定・公表済みで当該自治体の地域防災計画に掲載している例がわずかにあった。おおむね、候補地のもとデータとなる空地や一定以上の
面積のある土地のリスト（担当課保有データ、土地台帳や都市公園一覧など）。

・所管部局は環境部局、防災部局、総務部局、建設部局。
・必要な手続きは、担当課が保有もしくは、担当課に電話・メール・口頭で連絡。

仮 置 場 必 要 面 積
（名称・所在地・面積）

事業結果の概要（処理計画策定の留意点とりまとめ）
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②仮置場の確保・運用に向けた検討状況

③災害廃棄物処理計画の策定・見直しに向けた検討状況

災害廃棄物処理計画の策定上の留意点項目

・すべての市町で想定。
・災害廃棄物仮置場の想定をしている市町は5市町。

災害時に活用が想定される土地の
具 体 的 な 場 所

・想定している5市町のうち、集積所と一次仮置場の想定ありは2市町、集積所の想定あり1市町、一次仮置場の想定あり1市町、二次仮置場
の想定あり1市町。仮 置 場 の 想 定 の レ ベ ル （ 種 類 ）

・本調査で想定する仮置場候補地の現状利用は、「公園」の回答が最も多く、「学校の運動場」、「最終処分場」、「運動施設のグラウンド」、
「駐車場」などが多い。「民有地」は3市町で回答。

・「道路整備途中の用地」、「国有地」は回答がなし。
・様々な用地が仮置場の候補地として想定。

仮 置 場 の 候 補 地 の 現 状 利 用

・廃棄物部局が最も多い。建設部局、総務部局、防災（危機管理）部局が多い。
・都市計画部局、保健・福祉部局は回答なし。

仮置場候補地の情報を持つ庁内部局

・多くの市町で連携がなく、2市町のみ。
・連携先は、一般廃棄物収集運搬業者もしくは一般廃棄物収集運搬業協同組合であり、仮置場の設営、運営（管理運営、搬入受付及び分別
指導）、原状回復の各項目で連携を予定。

・仮置場の種類は2次仮置場に限定した回答もあり。

関 係 団 体仮 置 場 の
設営・運営・閉鎖
（現状回復）の
連 携 状 況 ・1市町のみ回答。

・連携する部局・課は具体的に定めていない。土木・建築職系職員は原状回復で連携を想定。
庁 内 関 係 部 局

災害廃棄物処理計画の策定上の留意点項目

・平成30年度策定は1市町。
・平成31年度以降に策定の9市町のうち、内部作成、委託、未定は各3市町。

策 定 ス ケ ジ ュ ー ル

・廃棄物担当課が単独作成1市町。
・多くが関係課と会議等で調整して作成。

策定の庁内体制
策定の庁内体制と
対 象 課 ・会議により策定する9市町の会議対象課は１～５課。

・部局の種類は、「防災」はすべての市町で対象。「収集運搬」、「破砕・焼却等中間処理施設」、「廃棄物処理計画」、「し尿処理」の関係課は
多くの市町で対象。「総務・経理」、土木系と想定される「その他」を対象とする市町は少ない。

会 議 の 対 象 課

・「議会で説明・審議」の回答が最も多く、「パブリックコメント」、「審議会で説明・審議」の計3つの方法。
・「住民とワークショップで協働して作成」や「説明会」といった住民との直接的な合意形成を想定した回答なし。

合 意 形 成 の 方 法

事業結果の概要（処理計画策定の留意点とりまとめ）
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④災害廃棄物処理に係る課題

災害廃棄物処理計画の策定上の留意点項目

・災害廃棄物の処理実績あり市町は6市町。
・3市町は当該自治体の被災と他市町村支援の両面で実績があり。

災害廃棄物の処理実績

回答結果を踏まえた対策の想定課題
災害廃棄物の処理上の
課 題 や 留 意 点

・関係部署との調整や、災害廃棄物処理の専門組織（チーム）の体制構築が求めら
れる。

・各窓口情報の廃棄物関連・保健衛生関係等の分類と共有化を行うシステムを検討
する必要がある。

・電話・窓口対応の負担増、市民窓口の担当部署に災害廃棄物
の問合せがあった際に連携不足で混乱が発生、指定外に排出
されたがれき等の処理に関して関係部署との調整難航、災害
廃棄物処理体制の構築が後回し。

・地震災害、風水害に関わらず必要な課題。

庁 内 処 理 体 制

・仮置場の必要面積の事前想定、災害発生後に被害量に応じた必要面積の迅速な
算出、仮置場の管理人員確保及び管理方法の事前検討が求められる。

・風水害・地震・津波等、災害の種類ごとに分別方法を検討する必要がある。

・焼却施設に直接搬入した結果混乱が生じたため仮置場の場所
の周知が必要、監視人員の不足、災害廃棄物発生量の見込
みがたたず仮置場面積が不足。

・風水害時に地震時の仮置場区分を参考に設定したものの、災
害廃棄物の種類が異なり、区分や区画を変更。

仮 置 場

・通常の収集・運搬量を考慮した災害時の収集・運搬量の事前検討、人員や車両不
足を想定した広域連携（協定締結）などの事前対策の検討が求められる。

・通常の収集・運搬を継続する中で災害廃棄物の収集・運搬が必
要となるため、災害廃棄物処理の迅速処理が困難との課題が
複数の事例あり。

・収集量増加による委託費の増加、収集職員の不足。

収 集 ・ 運 搬

・ごみピット残量に注意し、早めの搬入変更や広域処理等の必要がある。

・災害時のみでなく平常時の処理量を考慮した余力の検討が求められる。

・ごみ質悪化や施設破損に伴う処理量増加、収集量増加に伴う
ごみピット内容量増加。

・焼却施設は平常時処理量で限界であったり、最終処分場は残
容量ひっ迫していたりして災害廃棄物処理の余力がない。民
間処分先に委託。

焼却施設、最終処分場の利
用

・事務委託を含めた実行計画の作成対応も考慮した災害廃棄物の処理体制の構築。・実行計画作成のための人員と時間の不足。実 行 計 画 作 成

・災害発生前の事前研修や、災害発生後の迅速な説明開催、人員支援など、環境省
や府県などによる補助金対応支援が求められる。

・災害等廃棄物処理事業費補助金の災害報告書（根拠資料作成
含む）の作成負担や、関係省庁との調整負担が大きい、補助
金対象を考慮した災害廃棄物処理対応などが困難。

補 助 金 対 応

・平常時から受入量や受入基準を相互に把握するなど、具体的な連携条件の調整が
求められる。

・処理能力不足や分別方法の違い（受入基準の違いなど）により
広域連携が困難。

広 域 連 携

・仮置場への腐敗物持ち込みの注意喚起、環境モニタリング等の必要性を認識する
必要がある。

・他市町村支援に対する財政面での保障を検討する必要がある。

・災害廃棄物の対象かどうかの判断が困難、発生量及び仮置場
面積の予測が困難、仮置場の衛生対応が必要。

・他市町村支援について、事前に財政部局との協議が望ましいと
の指摘。

そ の 他

事業結果の概要（処理計画策定の留意点とりまとめ）


